予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 福祉のまちづくり推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉係　　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業費


　要求額：1,300千円（前年度予算額：300千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　岐阜県福祉のまちづくり条例の実践とし、高齢者、障がい者をはじめ、だれもが住みやすい社会づくりを目指し、県民意識と福祉の向上を目的とした施策を総合的に推進する。
　○福祉のまちづくり推進会議（平成７年度～）

・ハートビル法の制定（Ｈ６）を受け、岐阜県福祉のまちづくり指針の策定、岐阜県福祉のまちづくり推進会議を設置（Ｈ７）
・福祉、建築、交通、マスコミなど関係団体の長、学識経験者等により、福祉のまちづくりに関する問題・課題解決、普及・啓発活動等について協議
・所掌事項
①福祉のまちづくり推進の基本的事項の調査・協議に関すること
②福祉のまちづくりの理解と普及に関すること
③ その他福祉のまちづくりに関して必要な事項に関すること
・外部委員：30名
　　　※「岐阜県福祉のまちづくり条例」（平成１０年度）

　　　　福祉のまちづくりを推進するための、県及び県民の責務、市町村との連携を明記
  　　　・福祉のまちづくりのための基本方針
①県民意識の高揚　→　普及・啓発（ソフト事業）
②公共的施設の整備の促進　→　施設整備（ハード事業）
③社会参加の促進　→　交通手段、情報手段の充実
○おでかけタウンマップ（平成11年度～）

・平成8年度に作成した「おでかけタウンマップ」の冊子を、平成11年度にウェブ

　化（以後、定期的に内容を見直し、情報を刷新）

　　・掲載施設数：（エリア別ガイド）4,590施設、（おでかけHOT特集）78施設

　　・掲載情報　：施設基本情報、バリアフリー情報、詳細地図、最寄りの交通機関　等

　・事業内容　：調査・データ整理、Webページ作成、 データベース更新、表示・動作確認、サーバー組込・公開 等 
	２　所要経費


・福祉のまちづくり推進会議開催費　　1,000千円
　・おでかけタウンマップの管理　　　　　300千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300

	要求額
	1,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成10年度に制定された「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会づくりを目的に、障がい者や高齢者はもとより、すべての人が住みやすく、活動しやすい環境の整備を推進します。
　近年の急激な高齢化・価値観の多様化に伴い、「福祉のまちづくり」の概念はバリアフリーからユニバーサルデザインへとシフトしており、本会議を開催することで時代のニーズに応じた県の施策を検討します。

　また、高齢者、障がい者等の社会参加を支援するため、「おでかけタウンマップ」による情報提供を行います


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	「おでかけタウンマップ」アクセス数（単年度）
	－
（H　）
	2,033件
（H22）
	2,895件
（H23）
	3,249件
（H24.10月末）
	3,500件
(H25）
	92．8％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　本会議の目的は、障がい者や高齢者はもとより、すべての人が住みやすく、活動しやすい環境の整備を推進することであり、指標の設定は困難



（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
○以下の内容をインターネットＷＥＢサーバー内に掲載し、公開
（１）トピックスの中に「ぎふ清流大会」特集ページを作成し、各会場の個別情報ページへのリンクを作成
（２）各競技会場の施設名称、住所表記等を最新情報に更新又は新規作成 
（３）メイン会場となる岐阜メモリアルセンターの紹介ページを以下の項目で新規に作成

・見取り図
・入り口（正門）から各施設への車イスでの動線図（自動車利用、徒歩利用） 

・車イスマーク駐車場を図示（併せて割引等の情報を表示） 

・サンサンデッキの昇降設備の説明（位置・写真） 

・陸上競技場の昇降設備の説明（位置・写真） 

（４）特集ページに、ぎふ清流大会公式ホームページ等、関連情報のリンクを作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等


（平成23年度の成果）

	・平成23年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
平成23年度に「ぎふ清流大会」の競技会場を紹介する特設ページを掲載したことにより、平成24年度のアクセス数は大きく上昇している。（平成24年4月から10月のアクセス数は、3,249件）
今後とも必要に応じて「おでかけタウンマップ」の内容を見直し、情報を更新していくことで、利便性が向上し、障がい者や高齢者等すべての人が、より安心して豊かに生活できることが期待される。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	近年の「福祉のまちづくり」をとりまく状況から、本会議により福祉のまちづくり推進の基本的事項の調査・協議及び理解と普及を議論することは不可欠であり、事業の必要性が高い。
また、「福祉のまちづくり条例」における県の基本方針として、高齢者、障がい者等の社会参加の促進が定められており、「おでかけタウンマップ」による情報提供の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	平成11年度のウェブ化以降、「おでかけタウンマップ」のアクセス数は約12万7百件に達し、多くの県民に利用されている。（平成24年10月末現在）


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	平成19年度には、ふるさと再生基金事業の一環としておでかけ情報の追加を行い、また、平成21年度には、緊急雇用創出事業を活用して掲載情報の更新・追加を実施しているが、通常年度においては掲載施設に関する県民からの情報などを元に、必要に応じた更新を行っている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　「福祉のまちづくり推進事業」は、バリアフリー新法の制定等により、施設のバリアフリー化（ハード面のバリアフリー化）が徐々に整備されつつある中、平成16年頃からソフト事業（心のバリアフリー：啓発活動等）に事業の重点を移行してきたものの、平成19～21年度にかけて段階的に普及啓発事業を廃止・縮小した経緯がある。
　しかし近年の地域ニーズを踏まえ、障がい者、高齢者のみならずだれもが住みやすい社会づくりといった観点から、新たな方向性を検討する必要が生じている。
　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会を実現するため、今後ともニーズを見ながら必要に応じ福祉のまちづくり推進会議を開催し、だれもが住みやすい社会づくりを促進する。



